
取引適正化の取組について

令和６年２月

北海道経済産業局 産業部

中小企業課 取引適正化推進室
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Ⅰ 取引適正化を巡る背景・政府の動き
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「経済の好循環」を実現するためには中小企業との取引条件の改善が必要

⚫ リーマン・ショック以降、中小企業、なかでも中小製造業は低迷している。

⚫ 全産業の原材料・商品仕入単価DIは74.8とプラス幅が拡大している状況。

産業別原材料・商品仕入れ単価DIの推移
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（兆円） 経常利益の推移

資料：財務省「法人企業統計調査季報」
（注）資本金10億円以上の企業を大企業、資本金1000万円以上1億円未満の企業を中小企業とする。

 後方四半期移動平均で算出。

5.9

1.3中小製造業は取引条件が厳しい可能性

（年）

6.1

4.2

資料：中小企業庁・(独)中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」
(注)原材料・商品仕入単価DIとは、「上昇」と答えた割合から「低下」と答えた割合を引いたもの。
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⚫ 政府が目指す「成長と分配の好循環」において、賃上げは重要な政策の柱。しかし、1人当たりの実質賃金の
伸びは、過去30年近く他の先進国に比して低水準で推移。

⚫ 2023年度は、物価高騰や人手不足等を背景に、従業員300人未満の企業における春闘賃上げ率が、1994
年度以来の伸びとなる3.23％を記録（大企業含めた全体は3.58％）。

⚫ 今後も物価高、人手不足が見込まれる中、「物価高に負けない賃上げ」を継続的に実現することが不可欠。
安定的に賃上げ原資が確保できるよう、生産性向上と、価格転嫁・取引適正化の推進が肝要。

中小企業の賃上げの現状
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＜１人当たり実質賃金の推移＞
(1991年＝100)

＜春闘賃上げ率の推移＞
(従業員300人未満)

（出所）日本労働組合総連合会「2023春季生活闘争まとめ
を基に経済産業省作成。

（資料）総務省「消費者物価指数」を基に経済産業省作成
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2020 2021 2022 2023（出所）日本労働組合総連合会「春季生活闘争回答結果」
を基に経済産業省作成。
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＜消費者物価指数（コア指数）の推移＞
（前年同月比）

（%）

2023年10月
（前年同月比

+2.9%）
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⚫ 中小企業は、2023年度に約３％もの賃上げを実施。 その理由として、「従業員のモチベーション向上」のほか、
「人材の確保・採用」、「物価上昇への対応」を挙げていた企業の割合が５割以上を占める一方、「自社の業績
が好調・改善」を挙げる企業の割合は２割程度。

⇒ 収益が充分に確保されないまま、環境の変化に対応することを目的に「防衛的賃上げ」。

⚫ また、賃上げ原資の確保に向けた取組としては、「既存の商品・サービスの値上げ、価格適正化」が最多。

賃上げの理由、賃上げの原資

従業員のモチベー
ション向上

人材の確保・採用

物価上昇への対応

自社の業績が
向上・改善

世間相場（同業他
社・同一地域内他
社）への対応

政府の賃上げ方針
への呼応
同一労働同一賃金
への対応

景気の見通しが明る
いため

その他

既存商品・サービスの
値上げ・価格適正化

売上増に向けた販
路の拡大

人件費以外のコスト
削減・経営合理化

従業員の能力向上
・スキルアップ

新たな事業・商品・
サービス開発による利益率向上

設備投資、IT活用による業務
効率化・生産性向上

従業員の削減、採用
の抑制

その他

特になし

＜2023年に賃上げを予定している理由＞
（2023年2月時点）

＜賃上げ原資を確保するために降り組んでいる内容＞
（2023年2月時点）

■2022年（n-274）
■2023年（n-152）

n=3308

（出所）２０２３年３月 日本商工会議所・東京商工会議所 「最低賃金及び中小企業の賃金・雇用に関する調査」 を基に経済産業省作成。 5



（１）親事業者による不適正な行為に対して厳正に対処し、公正な取引環境を実現する。
（２）親事業者・下請事業者双方の「適正取引」や「付加価値向上」につながる望ましい取引慣行等を普及・定着させる。
（３）サプライチェーン全体にわたる取引環境の改善や賃上げできる環境の整備に向けた取組を図る。

重点５課題

ルール 内容

下請代金支払遅延等防止法 ➢ 取引内容と資本金規模によって親事業者と下請事業者を定義づけ、親事業者の義務と禁止行為を規定。

下請中小企業振興法
「振興基準」

➢ 下請中小企業の振興のため、「振興基準」で親事業者と下請事業者の望ましい取引慣行等を具体的に提示。

業種横断的なルールの明確化・厳格な運用（横軸）

（１）産業界に対し「自主行動計画」の策定と着実な実行を要請するとともに、毎年、策定団体自らフォローアップ調査を行う。

（2024年1月1日現在26業種63団体策定）

（２）国が定める業種別下請ガイドラインの策定・改訂。（2023年2月末現在20業種策定）

コスト負担の適正化
量産終了後に長期間に渡って無償で
金型の保管を押しつけられる、等

価格決定方法の適正化
一律○％減の原価低減を要請される、
労務費上昇分が考慮されない、等

支払条件の改善
手形等で支払いを受ける比率が高い、
割引コストを負担せざるを得ない、等

業種別の自主行動計画の策定等（縦軸）

本来は親事業者が負担すべき費用等を下請事業者に押しつけることがないよう、徹底する。

3つの基本方針

「未来志向型の取引慣行に向けて」について

知的財産・ノウハウの保護
親事業者が自社のノウハウを無断で使って

内製化してしまった、等

働き方改革のしわ寄せ防止
短納期発注・急な仕様変更にもかかわらず

適正なコストが負担されない、等

6



Ⅱ 取引適正化に向けた具体的な取組
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１）下請代金法(規制法。下請代金の減額、支払遅延等を禁止。立入検査、改善指導、公取委への措置請求等を実施。)

２）下請振興法(望ましい取引のあり方（振興基準）を策定・公表し、親事業者等に指導・助言等を実施。)

(参考：経済産業省（中小企業庁）以外が執行する法律)
・独占禁止法「特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合の特定の不公正な取引方法」（物流特殊指定）※公正取引委員会

・貨物自動車運送事業法に基づく「働きかけ」「要請」等 ※国土交通省

１．法律の厳正な執行

２．実態把握・相談対応

１）下請Gメン（全国で300名）によるヒアリング（年間約1万２千件）

２）全国47都道府県の下請かけこみ寺による相談対応（年間約10,000件）

３）価格転嫁サポート体制の強化（「価格転嫁サポート窓口」の設置（よろず支援拠点）、価格交渉ハンドブック）

１）業種別ガイドライン（20業種）自主行動計画（23業種・57団体）

２）価格交渉促進月間(9月､3月。実施後にフォローアップ調査と、その結果に基づく指導・助言）

３）取引先との共存共栄を発注側企業の経営者が宣言するパートナーシップ構築宣言(33,000社超)

３．業界への働きかけ

⚫原材料価格やエネルギーコスト、労務費等のコストが上昇する中、コスト増を下請中小企業だけで
なくサプライチェーン全体で負担し、中小企業においても賃上げできる環境を整備するためにも、
適切な価格転嫁をはじめ取引適正化の実現が不可欠。

⚫このため、中小企業庁として、厳正な法執行や実態把握、業界への働きかけなど施策ツールの拡充
を図りつつ、公正取引委員会を始めとする関係省庁と連携の上、取引適正化を強力に進めていく。

取引適正化に向けた取組課題・ツール

8



１．法律の厳正な執行
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１）下請代金支払遅延等防止法

⚫ 下請法は、①下請取引の内容（製造委託、修理委託、情報成果物作成委託及び役務提供委
託）と②資本金又は出資総額の規模によって、｢親事業者｣と｢下請事業者｣を定義づけ、親事
業者の義務と禁止行為を規定。

親事業者の義務

(1)注文書の交付義務   （法第3条）

(2)書類作成・保存義務 （法第5条）

(3)下請代金の支払期日を定める義務（法第2条の2）

(4)遅延利息支払義務（法第4条の2）

(1)  受領拒否の禁止

(2)  下請代金の支払遅延の禁止

(3)  下請代金の減額の禁止

(4)  返品の禁止

(5)  買いたたきの禁止

(6)  購入強制・利用強制の禁止

(7)  報復措置の禁止

(8)  有償支給原材料等の対価の早期決済の禁止

(9)  割引困難な手形の交付の禁止

(10) 不当な経済上の利益の提供要請の禁止

(11)  不当な給付内容の変更・やり直し等の禁止

親事業者の禁止行為 （法第4第1項及び第2項の各号）

中小企業庁長官

禁止行為に違反がある場合は

公正取引委員会へ措置請求

（法第6条）

法第3条(上記(1)) 及び第5条(同(2))に違反がある場合は50万円以下の罰金
（法第10条）

公正取引委員会

違反行為を是正するよう勧告

（法第7条）

定義（※）

(1)物品の製造・修理委託及び一部の情報成果物作成・役務提供委託を行う場合

(2)情報成果物作成・役務提供委託を行う場合((1)の場合を除く。)

10

※一部の情報成果物作成委託：プログラム
※一部の役務提供委託：運送、物品の倉庫における保管、情報処理

調査・検査（法第6条・９条）



（出所）公正取引委員会ＨＰ 11

（参考）



法律の概要

位置づけ • 下請中小企業の経営基盤強化を促進するために制定（振興法）

主な内容
• 望ましい取引を示した「振興基準」の策定
• 「振興基準」に定める事項に関する、親事業者及び下請事業者に対する指導及び助言の実施
• 「振興事業計画」、「特定下請連携事業計画」という計画類型を設け、金融支援等を措置

目的 • 下請関係を改善することで下請中小企業の振興を図る

対
象
者

• 資本金又は出資金（個人の場合は従業員数）が自己より小さい中小企業者に対し、物品の製造
等の行為を継続して委託する者

下請事業者 • 資本金等が自己より大きいものから継続して委託を受けて、物品の製造等の行為を行う中小企業者

親事業者

第１．下請事業者の生産性向上及び製品等の品質の改善

第２. 発注分野の明確化及び発注方法の改善

第３ ２．情報化への積極的対応

第４ １．対価の決定方法の改善

第４ ４．下請代金の支払方法改善

第４ ５．型又は治具に係る取引条件改善

振興基準の概要 ※代表的な項目を記載

第４ ６．「働き方改革」への対応

第７ ２．取引適正化のための社内体制整備

第８ ５．知的財産保護及び取引適正化

第８ ６．フリーランスとの取引

第８ ７．業種別ガイドライン、自主行動計画の策定・遵守

第８ ８．パートナーシップ構築宣言の実施

２）下請中小企業振興法の概要

12



第1．下請事業者の生産性向上及び製品等の品質の改善

第3 ２．情報化への積極的対応

⚫ 下請事業者は、情報化に係る責任者の配備及び企業内システムの改善、中小

企業共通EDIなどによる電子受発注、電子的な決済等を行うよう努める。

第4 ６．「働き方改革」への対応

⚫ 親事業者は、生産性向上等の努力を行う下請事業者に、必要な協力（下請事

業者との面談、工場訪問、サプライチェーン全体での連携等）をするよう努める。

第4 ５．型又は治具に係る取引条件改善

⚫ 型製作相当費の一括払いや前払いに努める。

⚫ 不要な型を廃棄し、廃番となったものは、下請事業者に廃棄指示を行う。

第4 １．対価の決定方法の改善

⚫ 取引対価は、合理的な算定方法に基づき、下請事業者の適正な利益を含み、

下請事業者の賃上げ等、労働条件の改善が進むよう十分協議して決定する。

⚫ 価格交渉促進月間等の機会を捉え、年１回以上の協議を行う。コストが上昇し

た場合等において、下請事業者から申出があったときは遅滞なく協議に応じる。

⚫ 長期にわたる取引では、前払い比率及び期中払い比率を高めるよう努める。

（参考）下請中小企業振興法「振興基準」の概要
⚫ 下請中小企業振興法「振興基準」とは、下請中小企業振興法第3条により経済産業大臣が定める「下請事業者及び親事業者のよる

べき一般的な基準」であり、親事業者と下請事業者の望ましい取引関係等を具体的に提示したもの。

第4 ４．下請代金の支払方法改善

⚫ 下請代金の支払いは、可能な限り現金で行う。

⚫ 現金化にかかる割引料等のコストを下請事業者に負担させることがないよう、下請

代金の額を十分に協議して決定する。

⚫ 手形等のサイトは60日以内とするよう努める。

⚫ 親事業者は、下請事業者の不利益となるような取引や要請を行わないこと。
⚫ やむを得ず短納期発注又は急な仕様変更などを行う場合には、親事業者が適正

なコストを負担する。

第７ ３．威圧的交渉の禁止
第2. 発注分野の明確化及び発注方法の改善

⚫ 下請事業者に対して、設計図や仕様書等の内容を明確にした上で発注を行う。

⚫ 発注内容が曖昧な契約とならないよう、契約条件について書面等による明示、交

付を徹底する。

第８ ５．知的財産の取扱い

⚫ 下請事業者は、自らが権利を有する知的財産について、知的財産権の取得、秘

密保持契約による営業秘密化等により、管理保護に努める。

⚫ 親事業者は、下請事業者に損失を与えることのないよう十分に配慮して、契約上

知り得た下請事業者の知的財産権等を取り扱う。

第８ ６．フリーランスとの取引

⚫ 親事業者は、フリーランスとの取引においても、発注時の取引条件を明確にする書
面等の交付を行うなど、「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガ
イドライン(令和3年3月26日)」を踏まえた適切な取引を行う。

第８ ７．業種別ガイドライン、自主行動計画の策定・遵守

第８ ８．パートナーシップ構築宣言の実施

⚫ 親事業者は、パートナーシップ構築宣言を行い、定期的に宣言内容の見直しを行
うよう努める。

⚫ 親事業者及び下請事業者は、事業所管省庁が策定した業種別ガイドラインを遵
守するよう努める。

⚫ 事業者団体等は、「自主行動計画」を策定し、フォローアップの結果を踏まえて定

期的に改定するよう努める。

⚫ 親事業者は、下請事業者に対し、取引価格に関する協議等を行うに当たって、
下請事業者に精神的又は身体的な威圧を加える等、不当な取扱いをしない。

※赤字は、令和4年7月29日付け改正の主な新規事項（抜粋）

13



14

（参考）「しわ寄せ」防止総合対策

（出所）厚生労働省、都道府県労働局、労働基準監督署、中小企業庁、公正取引委員会「しわ寄せ防止パンフレット」



２．実態把握・相談対応
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１）下請Gメン（取引調査員）による実態調査

• 下請Gメン（全国：３００人、うち北海道局：８名）の中小企業への実態調査により、
問題のある商慣習や業界・個社の優良事例や問題事例、価格交渉・転嫁の実態を把握
し、国や業界が定めるルールづくりや発注者への取締りを強化。

• 2023年度は、国土交通省（北海道運輸局）のトラックＧメンとの合同ヒアリングも実施。

発注者
（業界団体/
大企業 等）

受注者
（下請中小企業 等）

中小企業庁

協議、条件見直し

業所管省庁

下請Gメンヒアリング等
価格交渉フォローアップ調査働きかけ

（自主行動計画、業種別の下請
ガイドラインの策定・改定 等）
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（参考）トラック運送業に関する下請Gメンヒアリング結果

【凡例】○：よい事例、 ▲：問題のある事例

（出所）2023年3月 中小企業政策審議会 取引小委員会
資料（https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/torihikimondai/017.html）

○荷主自ら運賃を上げてくれた、また、元請が理解を示して値上げすることが
できた。

○荷役作業の附帯業務費用や待機料について運賃とは別途支払われる。

▲指値となっている事例、「替わる下請はいくらでもいる」と言われ、10年近く価
格が据え置かれている。

▲荷主が運賃の値上げに同意しないため、価格改定に応じてもらえない。取
引先（元請）と荷主との間の値上げ交渉が難しいため、自社と取引先との
間での値上げが難しい。

▲元請側の都合により急なキャンセルが発生するが、それに対する補償はない。

▲荷役作業の付帯業務や待機料について無償で強制されている。
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企業間取引に関する様々な相談に相談員等が応じます。
裁判外紛争解決（ＡＤＲ）手続により簡易・迅速な紛争解決を行います。
相談費用や調停費用は無料です。

相
談
者
（
中
小
企
業
）

下
請
か
け
こ
み
寺

一般的な取引に関する相談
親事業者との交渉方法等、

適切な助言を行い、解決へと導く

下請代金支払遅延等防止法・
独占禁止法に関する相談

法令違反が疑われる場合は、

速やかに経済産業局に相談案件を取り次ぐ

裁判外紛争解決を希望する場合
希望者の所在地を勘案し、
調停人（弁護士）を紹介

無料弁護士相談を希望する場合
希望者の所在地を勘案し、
最寄りの弁護士事務所を紹介

運送業の取引に関する相談 適正取引相談窓口を紹介

建設業の取引に関する相談
駆け込みホットライン、建設業取引適正化センター

又は建設紛争工事審査会を紹介

⚫ 下請代金の減額や消費税の転嫁など企業間取引に係る各種相談への対応や裁判
外紛争解決手続を行うため、各都道府県の下請企業振興協会の協力を得て、
本部及び全国47都道府県に「下請かけこみ寺」を設置しています。

２）下請かけこみ寺による相談対応
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【北海道】
（公財）北海道中小企業総合支援センター 下請かけこみ寺相談窓口
札幌市中央区北１条西２丁目 経済センタービル ９階

相談用フリーダイヤル
0120-418-618
（平日 9:00-12:00／13:00-17:00）
※お近くの下請かけこみ寺に直接つながります。



３）よろず支援拠点における価格転嫁サポート体制
⚫ 価格転嫁ができた企業のうち、多くが「原価を示した価格交渉」が有効との回答※。効果的な価格
交渉のためには、コスト増加分を定量的に把握し、原価を割り出して提示することが有益。

⚫ このため、7月より、全国のよろず支援拠点に「価格転嫁サポート窓口」を設置し、中小企業等に対
する価格交渉に関する基礎的な知識の習得支援や、原価計算の手法の習得支援を実施。

⚫ また、商工会議所・商工会等の地域支援機関に対して、価格交渉ハンドブックを配布するとともに、
支援機関においても価格転嫁に関する基本的な知識の習得支援等を行うことで、中小企業の価格
転嫁を支援する全国的なサポート体制を整備。

中小企業

取引先

③原価を示した価格交渉

④コスト増加に応じた支払い

適
切
な
価
格
転
嫁
の
実
現

価格転嫁サポート窓口
（北海道よろず支援拠点 011-232-2407）

（公財）北海道中小企業総合支援センター内
札幌市中央区北１条西２丁目 経済センタービル ９階

コスト増加！
・原材料費
・電気代、ガス代
・人件費
・加工費・・・

＜価格転嫁サポート窓口の支援イメージ＞

②原価計算の支援

①経営相談

＜原価計算能力向上に係る主な支援内容＞
・原価管理に係る基礎支援
原価管理の目的とその算出に係る考

え方、製品原価の算出に必要な情報の
把握手法等について助言。

・製品原価算出に係る実践的な提案
個々の企業の実態を踏まえた、具体

的な製品毎の原価の算出方法等を提案。

※(株)帝国データバンク資料（2023.2.9 価格転嫁の成功理由に関する企業アンケート）
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３．業界への働きかけ
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•「トラック運送業における下請・荷主適正取引推進ガイドライン」（H20.3.14、国土交通省）
•「運送業における燃料サーチャージ緊急ガイドライン」（H20.3.14、国土交通省）
•「トラック運送業における書面化推進ガイドライン」（H26.1.22、国土交通省）

⚫下請適正取引等の推進のためのガイドラインは、下請事業者の皆様方と親事業者との間で、適正な
下請取引が行われるよう、国が策定。望ましい取引事例や、下請代金法等で問題となり得る取引事
例等を具体的に記載。

⚫自主行動計画は、サプライチェーン全体での「取引適正化」と「付加価値向上」に向けて業界団体
が策定するもの。

１）業界の特性を踏まえたガイドライン・自主行動計画の策定

国による「ガイドライン」

「トラック運送業の適正取引推進、生産性向上及び長時間労働抑制に向けた自主行動計画」（H29.3.9、公益社団法人全日本トラック協会）

⇒本計画を実施する事業者として大手運送事業者１９者が名を連ねる。
⇒概要は以下のとおり。

全日本トラック協会による「自主行動計画」

○適正取引推進に向けた重点課題に対する取組事項
【1.コスト負担の適正化】
①作業内容や時間単価を明らかにし実費を別建てで支払うなど、附帯
作業料、荷待ち料金、高速道路料金等のコスト負担に関するルール
の明確化及び燃料・人件費等の上昇分を考慮した負担ルール設定

②運送、取引条件については、十分な協議を実施 等
【2.運賃・料金の決定方法の適正化】
下請事業者の原価を考慮した運賃・料金の設定 等
【3.契約書の書面化推進】
下請事業者とは基本契約を締結するなど、原則100％の書面化を実施。 
等
【4.支払条件の適正化】
運賃・料金の支払いについては、可能な限り現金払。また、手形サイト
は将来的に60日を目標として改善に努める 等

○荷主と下請事業者の協働による課題解決に向けた取組事項
【1.多層化取引に係る取引適正化】
①適正取引や安全義務の観点から、全ての取引について、原則、２次下請までに制限
②改善基準告示違反の可能性があることを理由に、自社運行せずに下請事業者に対して運送依頼
をすることを禁止

③高速道路料金等の実費について、下請事業者から実運送事業者に対し支払いが確実になされて
いるか確認 等

【2.改善基準告示の遵守及び長時間労働抑制】
①荷主からの運送依頼を受ける時点で、改善基準告示を遵守できるかどうか確認
②改善基準告示を遵守できない事例が確認された場合、発着荷主と十分に協議し、改善基準告示
の遵守、長時間労働改善に向けた取組を実施 等

【3.生産性向上（付加価値向上）】
発着荷主及び下請事業者と連携し、附帯作業時間、荷待ち時間等の課題を整理し、業務改善を
実施 等
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<参考>下請ガイドライン策定業種、自主行動計画策定団体（令和5年3月時点）

＜下請ガイドライン策定業種（２０業種）＞

業種 団体名

自動車 日本自動車工業会 日本自動車部品工業会

素形材（８団体連名）
日本金型工業会／日本金属熱処理工業会／日本金属プレス工業協会／日本ダイカ
スト協会／日本鍛造協会／日本鋳造協会／日本鋳鍛鋼会／日本粉末冶金工業会

機械製造業
日本建設機械工業会 日本産業機械工業会 日本工作機械工業会
日本半導体製造装置協会 日本ロボット工業会 日本分析機器工業会
日本計量機器工業連合会

航空宇宙工業 日本航空宇宙工業会

繊維（2団体連名） 日本繊維産業連盟／繊維産業流通構造改革推進協議会

紙・紙加工業 日本製紙連合会 全国段ボール工業組合連合会

電機・情報通信機器
電子情報技術産業協会 日本電機工業会 カメラ映像機器工業会
ビジネス機械・情報システム産業協会 情報通信ネットワーク産業協会

情報ｻｰﾋﾞｽ・ｿﾌﾄｳｪｱ 情報サービス産業協会 

流通業
スーパー、コンビニ、
ドラッグストア等の小売業

日本スーパーマーケット協会    全国スーパーマーケット協会
日本フランチャイズチェーン協会   日本チェーンドラッグストア協会
日本ボランタリーチェーン協会   日本DIY・ホームセンター協会

建材・住宅設備 日本建材・住宅設備産業協会

金属産業 日本電線工業会 日本鉄鋼連盟 日本アルミニウム協会 日本伸銅協会

化学産業（6団体連名）
日本化学工業協会／塩ビ工業・環境協会／化成品工業協会／石油化学工業協会
／日本ゴム工業会／日本プラスチック工業連盟

警備業※警察庁より要請 全国警備業協会

放送コンテンツ業※総務省より要請 放送コンテンツ適正取引推進協議会

トラック運送業※国交省より要請 全日本トラック協会

建設業※国交省より要請 日本建設業連合会 

金融業 全国銀行協会

商社 日本貿易会

印刷業 日本印刷産業連合会

造船業※国交省より要請 日本造船工業会 日本中小型造船工業会

住宅産業※国交省より要請 住宅生産団体連合会

広告業 日本広告業協会

電力業 送配電網協議会

＜自主行動計画策定団体（２３業種５７団体）＞

業種 ガイドライン名称

自動車 自動車産業適正取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

素形材 素形材産業取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

産業機械・航空機等 産業機械・航空機等における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

繊維 繊維産業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

電気・情報通信機器 情報通信機器産業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

情報サービス・ソフトウェア 情報ｻｰﾋﾞｽ･ｿﾌﾄｳｪｱ産業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

広告業 広告業界における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

建設業 建設業法令遵守ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

建材・住宅設備産業 建材・住宅設備産業取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

トラック運送業
トラック運送業における下請・荷主適正取引推進ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
トラック運送業における燃料サーチャージ緊急ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

放送コンテンツ 放送ｺﾝﾃﾝﾂの製作取引適正化に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

金属産業（旧鉄鋼） 金属産業取引適正化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

化学産業 化学産業適正取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

紙・紙加工業 紙・紙加工産業取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

印刷業 印刷業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

アニメーション製作業 ｱﾆﾒｰｼｮﾝ制作業界における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

食品製造業
食品製造業者・小売業者間における適正取引推進ガイドライン
食品製造業・小売業の適正取引推進ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ～豆腐・油揚製造業～
食品製造業・小売業の適正取引推進ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ～牛乳・乳製品～

水産物・水産加工品 水産物・水産加工品の適正取引推進ガイドライン

養殖業 養殖業に係る適正取引推進ガイドライン

造船業 船舶産業取引適正化ガイドライン 22



⚫ 毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」と設定。下請事業者へ価格交渉の実態に関

する「フォローアップ調査」を実施。

⚫ その結果、評価が芳しくない親事業者には、業所管の大臣名で下請振興法に基づく「指

導・助言」を実施。

⚫ 調査の実施と改善サイクルの強化により価格交渉と転嫁が定期的になされる取引慣行

の定着を目指す。

２）価格転嫁調査の実施と改善サイクルの実現（価格交渉促進月間）

業所管省庁

下請事業者

親事業者
中小企業庁

経営陣

調達部門

②フォローアップ調査の充実
親事業者による対応や回答について
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③指導・助言対象企
 業を拡大
下請振興法に基づき、状
況の良くない親事業者に対
して、大臣名で実施

④改善の指示

①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年9月、３月）

※回答が親事業者に
知られないよう、匿
名性の確保を徹底
し集計

※根拠となる振興基準を抜本
改正済（令和4年7月
末）

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加
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＜9月の価格交渉促進月間ポスター＞＜岸田総理による呼びかけ動画＞※22年9月

https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/discourse/20220829message.html

【相談窓口】
下請かけこみ寺

０１２０－４１８－６１８

（参考）価格交渉促進月間について
⚫ サプライチェーン全体で適切に利益を共有し、雇用の約７割を支える中小企業の賃上げを実現するためにも、

下請中小企業が負担するコストの適切な価格転嫁が必要不可欠。

⚫ 労務費や原材料費等の上昇の、適切な価格転嫁を促すため、毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」として
設定。 2021年9月、2022年３月、同年9月、2023年3月、同年９月と、計５回実施。

⚫ 価格交渉促進月間(９月)の開始にあたり、経産大臣より価格転嫁・価格交渉を動画で呼びかけ。また、約
1700の業界団体へ経産大臣名の周知文書を送付。
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（参考）2023年9月 価格交渉促進月間、フォローアップ調査の概要

①アンケート調査

○調査の中身、業種

中小企業等に、発注側の事業者（最大3社分）との間の価格交渉・転嫁の状況を問うアンケート票を送付。 調査票の配布先
の業種は、経済センサスの産業別法人企業数の割合（BtoC取引が中心の業種を除く）を参考にして抽出。

○配布先の企業数   30万社

○調査期間 2023年10月10日～12月6日
※当初の〆切は11月10日であったが、期間終了後も回答があったため、それらも含めて再集計。

○回答企業数  36,102社（※回答から抽出される発注側企業数は延べ44,059社）

（参考：2023年３月調査：17,292社、 2022年９月調査：15,195社)

○回収率      12.0％ （※回答企業数/配布先の企業数）

⚫ 原材料費やエネルギー費、労務費等が上昇する中、中小企業が適切に価格交渉・転嫁できる環境を
整備するため、2021年9月より毎年９月と3月を「価格交渉促進月間」と設定。2023年9月で5回目。

⚫ 成果を確認するため、各「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、中小
企業に対して「①アンケート調査、②下請Ｇメンによるヒアリング」を実施し、結果を取りまとめ。

②下請Gメンによるヒアリング調査

○調査対象

地域特性や業種バランスに配慮した上で、商慣習等によりコストが取引価格に反映できていない状況や、発注側企業との間で、
十分な価格交渉が行われていない状況が見られた事業者等も含め、対象先を選定。

○調査期間              2023年10月23日～12月15日

○ヒアリング件数          約2,000社
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交渉を希望したが、

行われなかった
7.8％

価格交渉の状況

３月

直近６ヶ月間における価格交渉の状況

n=44,059

①

交渉が行われた
58.5％

コストが上昇せず

価格交渉は不要
16.4％

コストは上昇したが
価格交渉は不要
17.3％

9月

n=20,722

63.4％17.1％

発注企業からの
申し入れにより
交渉が行われた

7.7%

※①～⑨の凡例（中小企業への質問項目）は次ページ参照

⚫ 「発注側企業から交渉の申し入れがあり、価格交渉が行われた」割合は、3月時点から概ね倍増（下図の黄色①：7.7%→14.3%）。

⚫ また、「価格交渉を希望したが、交渉が行われなかった」割合は10ポイント程度、減少（ピンク色：17.1%→7.8%）。

⚫ 「コストが上昇せず、価格交渉は不要」と回答した受注企業の割合（下図の緑色）が16.4%。3月時点より約9ポイント増加
（7.7％→16.4％）。 コスト上昇が一服、あるいは既に価格転嫁（値上げ）出来たため、価格交渉を不要と考える企業が増加。

⇒ 価格交渉できる雰囲気は醸成されつつある。

⚫ 【残る課題】「コスト上昇したが、下請の方から『価格交渉は不要』と判断し、交渉しなかった」割合が17.3％存在。⇒ この中には、
「交渉資料を準備できない」、「価格改定の時期が数年に1度」等の理由で、機動的な価格交渉が出来ていない者も残る。
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価格交渉状況の業種別ランキング（価格交渉に応じた業種）

⚫ 機械製造（2位）、化学（3位）、自動車・自動車部品（6位）、印刷（9位）、広告（17位）は、

3月調査よりも5段階以上、順位が上昇。

順位 2023年3月 順位 2023年9月

１位 造船 １位 造船→

２位 繊維 ２位 機械製造↑↑
３位 食品製造 ３位 化学↑↑
４位 飲食サービス ４位 食品製造↓
５位 建材・住宅設備 ５位 電機・情報通信機器↑
６位 卸売 ６位 自動車・自動車部品↑↑↑
７位 金属 ７位 金属→
８位 電機・情報通信機器 ８位 繊維↓↓
９位 機械製造 ９位 印刷↑↑↑
１０位 紙・紙加工 １０位 卸売↓
１１位 製薬 １１位 鉱業・採石・砂利採取↑↑
１２位 化学 １２位 紙・紙加工↓
１３位 石油製品・石炭製品製造 １３位 石油製品・石炭製品製造→
１４位 小売 １４位 建設↑↑
１５位 廃棄物処理 １５位 電気・ガス・熱供給・水道↑
１６位 鉱業・採石・砂利採取 １６位 小売↓
１７位 情報サービス・ソフトウェア １７位 広告↑↑
１８位 電気・ガス・熱供給・水道 １８位 建材・住宅設備↓↓↓
１９位 建設 １９位 飲食サービス↓↓↓
２０位 自動車・自動車部品 ２０位 金融・保険↑
２１位 印刷 ２１位 情報サービス・ソフトウェア↓
２２位 不動産・物品賃貸 ２２位 トラック運送↑
２３位 金融・保険 ２３位 廃棄物処理↓↓
２４位 広告 ２４位 放送コンテンツ↑
２５位 放送コンテンツ ２５位 通信↑
２６位 トラック運送 ２６位 不動産業・物品賃貸↓
２７位 通信 ２７位 製薬↓↓↓
ー その他 ー その他

質問①
交渉が
行われたか

質問②

発注企業から交渉申
し入れがあったか

質問③
交渉が実現しなかった理由

点数

行われた

申し入れがあった １０点

申し入れが
なかった ８点

行われな
かった

申し入れが
あった

コストが上昇せず、交渉は不要と
判断し、辞退したため

１０点

コストが上昇したが、交渉は不要と
判断し、辞退したため

１０点

コストが上昇したが、発注量減少
や取引停止を恐れ、申し入れを辞
退したため

５点

申し入れが
なかった

コストが上昇せず、価格交渉は不
要と判断し、交渉を申し出なかった
ため

０点

コストが上昇したが、価格交渉は
不要と判断し、交渉を申し出な
かったため

０点

コストが上昇したが、発注量減少
や取引停止を恐れ、交渉を申し出
なかったため。

ー５点

コストが上昇し、交渉を申し出たが、
応じてもらえなかったため。

ー１０点

※ 表中、↑↓→は前回３月調査と比較した結果の上がり下がりを示す。
矢印の数は、3月時点と比較した場合の順位変動幅の大きさを示す。
（例）↑ ：  １～４段階の上昇、 ↑↑：5～９段階 上昇、

 ↑↑↑：10段階以上 上昇
※２ 価格交渉が行われたか、下記の評価方法で回答を点数化し、発注企業

の業種別に集計。（例）家電メーカー（発注者）が、トラック運送業者
（受注者）に運送を委託するケースは、「電機・情報通信機器」に集計。
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価格転嫁の状況① 【コスト全般】

ｎ=20,722

転嫁率（コスト全体）

：45.7％

9月３月結果

直近６ヶ月間の全般的なコスト上昇分の転嫁状況

転嫁率（コスト全体）

：47.6％

n=44,059

コストが上昇せず、

価格転嫁は不要
16.2%

全く転嫁できず
or 減額
20.7%

8.4%

68.1%

一部でも
価格転嫁できた
63.0%

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤コストが上昇せず、
 価格転嫁不要

⑥0割

⑦マイナス

問.直近６ヶ月間の全般的なコスト上昇分のうち、何割を価格に転嫁できたと考えますか。

⚫ コスト全体の転嫁率は、３月時点より微減（47.6%→45.7%）。⇒ 交渉だけでなく、より高い比率での転嫁が課題。

⚫ 一方で、 「コストが上昇せず、価格転嫁が不要」の割合（下図緑色⑤）が約２倍に増加（8.4%→16.2%） 。

⇒ コスト上昇が一服し、あるいは既に価格転嫁（値上げ）出来たため、価格転嫁を不要と考える企業が増加傾向。

⚫ また、「全く転嫁できなかった」、「コストが増加したのに減額された」割合の合計は減少（下図ピンク：23.5%→20.7%）。

⇒ 価格転嫁の裾野は広がりつつある。今後は、この裾野の拡大に加えて転嫁率の上昇を図っていくことが重要。
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価格転嫁の状況② 【コスト要素別】

原材料費

９
月

エネルギー費

⚫ コスト要素毎に見ても、原材料費、エネルギー費、労務費のいずれについても、「コストが上昇せず、
価格転嫁が不要」（下記の緑色）が、約10ポイント増加。

⚫ ３月時点と同様、労務費、エネルギー費は、原材料費と比較して約10ポイント低い水準。

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤コストが上昇せず、
 価格転嫁不要

⑥0割

⑦マイナス

①15.2%

①12.4%

②12.0%

②11.1%

③9.6%

③9.3%

④19.9%

④19.8%

⑤12.9%

⑤21.4%

⑥28.5%

⑥23.9%

⑦1.9%

⑦2.1%

①22.0%

①17.2%

②14.8%

②12.9%

③10.6%

③9.4%

④19.2%

④19.0%

⑤12.4%

⑤22.5%

⑥19.5%

⑥17.3%

⑦1.5%

⑦1.7%

①15.0%

①11.6%

②10.1%

②8.8%

③8.2%

③7.1%

④24.5%

④22.6%

⑤12.4%

⑤24.8%

⑥28.1%

⑥23.1%

⑦1.7%

⑦2.1%

労務費

９
月

転嫁率48.2%

転嫁率45.4%

一部でも価格転嫁できた
58.5%

66.6%

３
月

３
月

９
月

３
月

転嫁率35.0%

転嫁率33.6%

一部でも価格転嫁できた
50.0%

57.8%

一部でも価格転嫁できた
52.6%

56.7% 転嫁率37.4%

転嫁率36.7%

コストが上昇せず

価格交渉は不要

全く転嫁できずor 
減額

問. 直近６ヶ月間の各コスト上昇分のうち、何割を価格に転嫁できたと考
えますか。
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価格転嫁 業種別 【前回（本年３月）調査との比較】

2023年3月
コスト増に

対する転嫁率

各要素別の転嫁率

2023年9月
コスト増に
対する転嫁率

※

各要素別の転嫁率

原材料費 エネルギー 労務費 原材料費 エネルギー 労務費

①全体 47.6% 48.2% 35.0% 37.4% ①全体 ↓45.7% ↓45.4% ↓33.6% ↓36.7%

②
業
種
別

1位 石油製品・石炭製品製造 57.0% 50.4% 45.8% 45.8%

②
業
種
別

1位 化学 ↑↑59.7% ↑57.9% ↑45.7% ↑47.1%

2位 卸売 56.9% 55.5% 41.5% 41.7% 2位 食品製造 ↓53.7% ↓52.5% ↓37.6% ↑39.9%

3位 造船 56.1% 60.1% 40.5% 42.1% 3位 電機・情報通信機器 ↓53.4% ↓55.2% ↑37.8% ↑39.9%

4位 食品製造 55.8% 55.2% 39.9% 39.3% 3位 機械製造 ↑53.3% ↓55.5% ↑38.9% ↑39.8%

5位 飲食サービス 55.6% 55.8% 37.3% 41.4% 5位 飲食サービス ↓52.1% ↓47.6% ↓34.0% ↓35.7%

6位 電機・情報通信機器 55.4% 57.1% 36.7% 38.8% 6位 製薬 ↑50.7% ↓49.3% ↓29.4% ↓27.8%

7位 繊維 54.8% 54.5% 38.9% 38.2% 7位 卸売 ↓↓50.5% ↓50.5% ↓35.1% ↓35.6%

8位 小売 53.7% 53.3% 38.3% 39.1% 8位 造船 ↓↓50.2% ↓53.6% ↓40.1% ↓38.3%

9位 化学 53.3% 56.8% 39.6% 39.9% 9位 紙・紙加工 ↓49.2% ↓48.7% ↓33.7% ↓34.2%

9位 建材・住宅設備 53.3% 53.3% 36.5% 37.0% 10位 金属 ↓48.8% ↓50.6% ↓35.2% ↓34.4%

11位機械製造 52.2% 55.7% 36.5% 37.5% 11位 小売 ↓↓48.7% ↓47.3% ↓33.2% ↓35.0%

11位紙・紙加工 52.2% 52.3% 35.9% 35.0% 12位 印刷 ↑↑48.2% ↑49.3% ↑29.7% ↑33.1%

13位金属 50.2% 52.4% 38.0% 36.3% 13位 繊維 ↓↓47.0% ↓43.4% ↓32.0% ↓33.1%

14位廃棄物処理 48.5% 43.6% 35.9% 39.6% 14位 広告 ↑↑↑45.9% ↑40.8% ↓30.9% ↑41.0%

15位製薬 48.4% 52.4% 40.0% 38.4% 15位 建材・住宅設備 ↓↓45.3% ↓47.5% ↓30.6% ↓33.5%

16位不動産・物品賃貸 46.5% 45.0% 36.6% 41.7% 16位 建設 ↑45.1% ↓44.5% ↑35.1% ↑41.2%

17位建設 44.3% 45.4% 35.1% 40.6% 17位 自動車・自動車部品 ↑44.6% ↑51.3% ↑37.8% ↑28.8%

18位電気・ガス・熱供給・水道 43.0% 40.1% 31.5% 37.7% 18位 金融・保険 ↑42.4% ↓40.1% ↓29.0% ↑39.1%

19位印刷 42.3% 41.6% 26.8% 31.3% 19位 石油製品・石炭製品製造 ↓↓↓42.0% ↓46.0% ↓32.1% ↓29.9%

20位自動車・自動車部品 40.7% 47.4% 29.9% 24.3% 20位 電気・ガス・熱供給・水道 ↓41.1% ↑41.4% ↑32.3% ↓37.2%

21位金融・保険 38.9% 41.7% 29.8% 35.3% 21位 鉱業・採石・砂利採取 ↑40.6% ↓38.0% ↑34.6% ↓31.1%

22位鉱業・採石・砂利採取 37.2% 39.2% 34.5% 40.2% 22位 不動産業・物品賃貸 ↓↓39.7% ↓36.5% ↓29.5% ↓35.2%

23位情報サービス・ソフトウェア 36.7% 21.0% 18.0% 45.7% 22位 情報サービス・ソフトウェア ↑39.6% ↑21.9% ↑18.5% ↑46.5%

24位広告 34.0% 36.4% 27.8% 30.8% 24位 廃棄物処理 ↓↓↓34.0% ↓28.0% ↓27.1% ↓27.8%

25位通信 33.5% 33.0% 26.8% 34.8% 25位 通信 ↓32.6% ↑35.2% ↓22.8% ↓31.0%

26位放送コンテンツ 22.7% 24.0% 19.5% 21.8% 26位 放送コンテンツ ↑26.9% ↑28.6% ↑21.1% ↑32.0%

27位トラック運送 19.4% 17.9% 19.4% 18.2% 27位 トラック運送 ↑24.2% ↓17.3% ↑20.7% ↑19.1%

- その他 45.0％ 44.1％ 33.1％ 35.8％ - その他 ↓41.9% ↓40.3% ↓30.9% ↑36.4%

⚫ 化学、自動車・自動車部品等の12業種において、３月時点と比較して転嫁率が上昇。

⚫ 3月調査と同様に、トラック運送、放送コンテンツの転嫁率が低いが、いずれも、3月調査よりは約４ポイント上昇。

※3月時点との変化幅と矢印の数の関係
（例）↑： １～４ポイントの上昇、 ↑↑：5～９ポイント 上昇、↑↑↑：10ポイント以上 上昇 30



（参考）価格交渉と価格転嫁の関係
⚫ 価格交渉が行われた企業のうち、「交渉自体には応じたものの、転嫁に全く応じなかった」企業の割合が高い業種は、トラック運

送業、放送コンテンツ業、通信業など。

⚫ これらの業種には、①コストに占める労務費の割合が高い、②多重下請構造や、多くの個人事業主が存在、等の傾向あり。

順位 業種名
価格交渉は行われたが、

全く転嫁できなかった企業の割合

転嫁率 コスト全体に占める
労務費の割合コスト全体 労務費

ー 全体 11.4% 45.7% 36.7% 40.2％

1位 食品製造業 7.0% 53.7% 39.9% 27.8%

2位 飲食サービス 7.0% 52.1% 35.7% 29.9%

3位 印刷 7.6% 48.2% 33.1% 35.7%

4位 鉱業・採石・砂利採取 7.9% 40.6% 31.1% 34.3%

5位 卸売 7.9% 50.5% 35.6% 26.6%

6位 繊維 8.0% 47.0% 33.1% 38.5%

7位 建材・住宅設備 8.7% 45.3% 33.5% 34.0%

8位 電機・情報通信機器 8.7% 53.4% 39.9% 38.3%

9位 化学 8.7% 59.7% 47.1% 33.9%

10位 機械製造業 8.9% 53.3% 39.8% 38.3%

11位 金属 10.1% 48.8% 34.4% 35.6%

12位 小売 10.6% 48.7% 35.0% 27.8%

13位 広告 11.1% 45.9% 41.0% 53.9%

14位 建設 11.4% 45.1% 41.2% 43.6%

15位 造船 12.1% 50.2% 38.3% 36.0%

16位 紙・紙加工 12.1% 49.2% 34.2% 34.6%

16位 情報サービス・ソフトウェア 12.8% 39.6% 46.5% 79.4%

18位 自動車・自動車部品 13.0% 44.6% 28.8% 34.8%

18位 製薬 13.0% 50.7% 27.8% 33.4%

20位 廃棄物処理 13.1% 34.0% 27.8% 43.5%

21位 石油製品・石炭製品製造 14.0% 42.0% 29.9% 35.3%

22位 電気・ガス・熱供給・水道 15.0% 41.1% 37.2% 43.3%

23位 不動産業・物品賃貸 16.5% 39.7% 35.2% 46.6%

24位 金融・保険 16.7% 42.4% 39.1% 52.9%

25位 通信 23.9% 32.6% 31.0% 56.8%

26位 放送コンテンツ 25.6% 26.9% 32.0% 62.0%

27位 トラック運送 28.9% 24.2% 19.1% 41.2% 31



⚫ 受注側から見た、業種ごとの価格転嫁の状況は以下の表のとおり。

➢ 相対的に価格転嫁率が高い業種は、紙・紙加工、卸売、機械製造。

➢ 相対的に価格転嫁率が低い業種は、放送コンテンツ・通信・トラック運送。

受注企業側から見た価格転嫁の業種別ランキング

2023年3月
コスト増に
対する転嫁

率

各要素別の転嫁率

2023年9月
コスト増に

対する転嫁率※

各要素別の転嫁率

原材料費 エネルギー 労務費 原材料費 エネルギー 労務費

①全体 47.6% 48.2% 35.0% 37.4% ①全体 ↓45.7% ↓45.4% ↓33.6% ↓36.7%

②
業
種
別

1位 卸売 67.1% 66.8% 48.1% 48.5%

②
業
種
別

1位 紙・紙加工 ↑61.7% ↓59.6% ↑41.8% ↑42.9%
2位 小売 60.7% 57.7% 39.4% 40.9% 2位 卸売 ↓↓60.1% ↓60.8% ↓40.4% ↓40.7%
3位 紙・紙加工 58.6% 60.2% 39.2% 38.6% 3位 機械製造 ↑55.2% ↑56.3% ↑41.0% ↑41.8%
4位 食品製造 58.2% 56.6% 42.0% 41.6% 3位 化学 ↑54.4% ↑57.0% ↑39.2% ↑35.4%
5位 電機・情報通信機器 55.9% 58.8% 36.3% 38.5% 5位 食品製造 ↓↓53.1% ↓51.8% ↓40.0% ↓40.1%
6位 機械製造業 53.4% 56.1% 38.5% 38.6% 6位 電機・情報通信機器 ↓52.5% ↓54.7% ↑37.2% ↑40.8%
7位 建材・住宅設備 53.2% 56.8% 38.6% 38.5% 7位 鉱業・採石・砂利採取 ↓50.8% ↓42.5% ↓42.3% ↓35.4%
8位 製薬 52.9% 47.1% 47.1% 41.4% 8位 小売 ↓↓↓50.7% ↓49.0% ↓32.5% ↓33.5%
9位 繊維 52.3% 53.9% 39.3% 39.3% 9位 金属 ↑49.5% ↓53.7% ↑36.7% ↑34.3%
10位鉱業・採石・砂利採取 51.8% 49.0% 47.5% 40.7% 10位 製薬 ↓48.9% ↓37.8% ↓30.0% ↓25.7%
11位化学 51.3% 56.2% 33.2% 33.5% 11位 印刷 ↑48.1% ↑49.4% ↑29.8% ↑30.5%
12位金属 48.9% 54.6% 35.9% 33.1% 12位 建材・住宅設備 ↓↓46.9% ↓47.8% ↓29.6% ↓35.2%
13位印刷 46.3% 46.4% 28.6% 30.2% 13位 繊維 ↓↓44.4% ↓40.9% ↓33.1% ↓32.8%
14位不動産・物品賃貸 45.9% 45.8% 41.4% 45.9% 14位 建設 ↑43.8% ↓43.8% ↑35.4% ↑41.2%
15位造船 44.7% 52.9% 33.9% 34.1% 15位 石油製品・石炭製品製造 ↓42.1% ↑49.7% ↑32.0% ↓27.8%
16位建設 43.5% 44.5% 34.7% 40.0% 16位 金融・保険 ↑↑↑40.0% ↑48.0% ↑28.3% ↑50.0%
17位石油製品・石炭製品 43.3% 44.8% 30.7% 31.7% 17位 広告 ↑39.2% ↓35.2% ↓22.1% ↑33.2%
18位電気・ガス・熱供給・水道 39.7% 40.7% 33.1% 34.2% 18位 自動車・自動車部品 ↑39.1% ↑49.3% ↑37.1% ↑22.9%
19位廃棄物処理 39.1% 33.6% 30.0% 32.8% 19位 情報サービス・ソフトウェア ↑38.8% ↓21.0% ↓17.2% ↑46.6%
20位広告 37.9% 39.8% 27.6% 32.3% 20位 造船 ↓↓37.7% ↓45.5% ↑35.3% ↑37.8%
21位情報サービス・ソフトウェア 37.7% 24.5% 20.1% 45.9% 21位 電気・ガス・熱供給・水道 ↓35.5% ↓38.1% ↓28.1% ↓32.5%
22位自動車・自動車部品 34.7% 45.5% 28.5% 19.1% 22位 飲食サービス ↑33.5% ↓34.2% ↑19.6% ↓19.7%
23位飲食サービス 33.2% 35.3% 18.3% 24.7% 22位 廃棄物処理 ↓↓↓29.0% ↓24.8% ↓24.4% ↓26.7%
24位通信 31.2% 27.3% 23.7% 32.5% 24位 不動産・物品賃貸 ↓↓↓27.8% ↓23.3% ↓20.9% ↓25.6%
25位金融・保険 25.0% 38.3% 25.7% 27.5% 25位 トラック運送 ↑24.8% ↓16.1% ↑22.2% ↑19.4%
26位放送コンテンツ 24.5% 27.3% 24.0% 28.3% 26位 通信 ↓↓24.4% ↓25.6% ↓17.6% ↓21.0%
27位 トラック運送 21.1% 17.1% 21.0% 18.6% 27位 放送コンテンツ ↓23.7% ↓23.5% ↓16.2% ↓27.9%
- その他 41.9% 39.4% 31.4% 36.5% - その他 ↓40.3% ↓36.6% ↓29.0% ↑37.2%

32※3月時点との変化幅と矢印の数の関係 （例）↑： １～４ポイントの上昇、 ↑↑：5～９ポイント 上昇、↑↑↑：10ポイント以上 上昇
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⚫ より一層の自発的な取引慣行の改善を促し、下請中小企業の振興を図るため、下請中小企業（※）10社以
上から回答があった発注側企業（約220社）について、「企業名、下請中小企業からの交渉・転嫁の回答状
況」を整理した企業リストを、下請振興法第２６条に基づき公表。

（※）今回の調査からは、「委託契約か否か」も調査。 ⇒ 「委託契約でない」旨の回答を除き、精度を高めた。

価格交渉・転嫁の回答状況のリスト（９月の価格交渉促進月間の結果）

参考１：下請振興法 第２６条
国は、下請中小企業の振興を図るために必要があると認めるときは、振興基準に定める事項に関する調査を行い、その結果を公表するものとする。

～今回の企業リストのポイント～

・３回目となる今回の企業リストは、２２０社を
掲載。うち初掲載は８１社。

・過去リストに掲載された１３９社に関しては、初
掲載８１社と比較し、価格転嫁率が高いなど、
リスト公表をきっかけに取引方針を改善している傾
向がみられる。

・下請中小企業からの評価が芳しくない発注企業 
約20 社の企業の経営トップに指導等を行う予定。

参考２：企業リストの評価方法（交渉・転嫁）

下請中小企業からの価格交渉、価格転嫁についての回答の平均値（＝ 全回答を点数化し、その総和を回答企業数で割った値）をア、イ、ウ、エの４
区分で整理。
ア：７点以上／イ：７点未満、４点以上／ウ：４点未満、０点以上／エ：０点未満

【参考：企業リストのイメージ】
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【参考】日本郵政グループ
＜出典：https://www.post.japanpost.jp/notification/pressrelease/2023/00_honsha/0616_02_01.pdf＞
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３）パートナーシップ構築宣言の普及・促進

⚫ 「パートナーシップ構築宣言」は、事業者が、大企業と中小企業の共存共栄を目指し、下請企業との望ま

しい取引慣行の遵守（例えば「価格決定方法の適正化」）などを宣言するもの。「未来を拓くパートナー

シップ構築推進会議（関係省庁、経団連、日商、連合）」において導入を決定し、これまで全国3万8千

社超（うち北海道は1,100社超）の企業が宣言済み（2023年12月末現在）。

⚫ 賃上げ原資の確保のためにも今こそ社会全体で取引適正化の取組が必要です。大企業はもちろん中小

企業も、是非、宣言をお願い致します。

⚫ 宣言を行うことで、自社の取組をＰＲすることができるほか、税、補助金、官公需への入札等における優

遇措置も受けられます。

宣言のイメージ

宣言企業は、(公財)全国中小企業振興機関協会が運営する
「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイトに掲載・公表
【URL】https://www.biz-partnership.jp/

■「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイト

宣言を行った企業は、パートナー
シップ構築宣言の「ロゴマーク」
を使用することができます。
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⚫ 賃上げ促進税制（資本金10億円以上・従業員数1,000人以上）の要件、補助金の加点措置、
融資の要件など「パートナーシップ構築宣言」の施策への措置。

⚫ 宣言企業に対して、政府系金融機関や札幌市の融資において、新たな支援メニューとして追加。

■賃上げ促進税制
・継続雇用者の賃金を引き上げた場合、増加分の15％以上
（最大30％）を法人税額等から控除。
※適用期間：2022年4月～2024年3月に始まる事業年度

・マルチステークホルダー方針の中で、パートナーシップ構築宣言
を公表していることが必要

■補助金（加点措置）
●ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

●事業再構築補助金 等々

※加点措置の補助金は「パートナーシップ構築宣言ポータルサイト」で随時

更新。

※他省庁などの補助金等にも拡大。

パートナーシップ構築宣言の優遇措置

●日本政策金融公庫「企業活力強化資金」
パートナーシップ構築宣言企業が、宣言内容に基づく

取組を実施するために必要な設備資金や長期の運転資金
について、長期固定金利の資金融資を受けることが可能。

●札幌市「札幌みらい資金」
 融資対象として、「パートナーシップ構築宣言」に登
録し、ポータルサイトにおいて、宣言を公表している者
を追加。

＜資金の概要＞
●ご利用いただける方
パートナーシップ構築宣言を登録・公表している方

●ご利用いただける資金
直接貸付：７億２千万円
代理貸付：１億２千万円

●融資利率
基準金利

●融資期間
設備資金：２０年以内（うち措置期間２年以内）
運転資金： ７年以内（うち措置期間２年以内）

＜北海道の優遇措置＞

●中小企業競争力強化促進事業費補助金

●ステップアップ貸付「政策サポート」

●プロポーザル方式による契約における加点措置（経済部）

＜国の優遇措置＞
＜新たに創設された優遇措置＞

＜資金の概要＞
●融資限度額

2億円
●融資期間
運転資金7年以内（うち据置2年以内）
設備資金15年以内（うち据置2年以内）
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北海道の宣言企業

北海道の宣言企業は1,100社。

業種別には農業、林業の割合が多く、市町村別では札幌市に次いで帯広市が多い。

（令和５年１２月末現在）
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№ 市町村名 宣言企業数

1 札幌市 366

2 帯広市 88

3 函館市 43

4 旭川市 42

5 小樽市 33

6 音更町 30

7 芽室町 30

8 幕別町 28

9 清水町 26

10 士幌町 22

11 釧路市 21

12 北見市 18

13 室蘭市 17

14 苫小牧市 15

15 豊頃町 15

宣言数 割合 宣言数 割合

1 農業、林業 277 24% 728 2%

2 漁業 1 0% 39 0%

3 鉱業、採石業、砂利採取業 3 0% 46 0%

4 建設業 135 12% 4,005 11%

5 製造業 235 20% 13,457 35%

6 電気・ガス・熱供給・水道業 5 0% 169 0%

7 情報通信業 45 4% 2,251 6%

8 運輸業、郵便業 22 2% 783 2%

9 卸売業 53 5% 1,823 5%

10 小売業 60 5% 2,148 6%

11 金融業、保険業 6 1% 309 1%

12 不動産業、物品賃貸業 17 1% 695 2%

13 学術研究、専門・技術サービス業 58 5% 2,244 6%

14 宿泊業、飲食サービス業 36 3% 1,679 4%

15 生活関連サービス業、娯楽業 32 3% 1,275 3%

16 教育、学習支援業 6 1% 331 1%

17 医療、福祉 60 5% 2,127 6%

18 複合サービス事業 5 0% 161 0%

19 サービス業（他に分類されないもの） 97 8% 3,841 10%

合計 1,153 － 38,111 －

業種
北海道 全国



⚫ 北海道経済産業局及び北海道では、大企業と中小企業の共存共栄を目指し、サプライチェーン
全体の付加価値増大や下請企業との望ましい取引慣行の遵守を宣言する「パートナーシップ構
築宣言」の普及をより一層促進するため、「北海道パートナーシップ構築宣言普及促進会議」を
2023年2月に立ち上げ。

⚫ 会議では同宣言の「普及・促進に関する申し合わせ」を行い、今後、構成機関が総力を結集し、
適正な商慣行の定着による中小企業の賃上げ原資の確保を推進。

⚫ 第2回会議を2024年1月23日に開催し、価格転嫁の実効性確保に向けて、構成機関と連携し
た相談・支援体制の充実や機運醸成の取組を進めることを確認。

北海道パートナーシップ構築宣言普及促進会議

＜第１回会議＞

日   時：2023年2月6日（月）14：00～14：40

場   所：ホテル札幌ガーデンパレス

議 題 等：１．開催趣旨説明及び協力要請＜北海道経済産業局長＞

２．北海道における取組と協力要請＜北海道知事＞

３．構成機関からのご発言

４．北海道におけるパートナーシップ構築宣言の普及･促進に関する申し合わせ

構成機関：

＜経済団体＞  ＜行政機関＞

北海道経済連合会 北海道労働局

北海道経済同友会 北海道農政事務所

一般社団法人北海道商工会議所連合会  北海道経済産業局

北海道商工会連合会  北海道開発局

北海道中小企業団体中央会 北海道運輸局

北海道

＜労働団体＞

日本労働組合総連合会北海道連合会

申し合わせ後の集合写真 申し合わせ
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Ⅲ 価格交渉のノウハウ・関連情報
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経営力を高める！価格交渉サポートセミナー・アーカイブ

41

⚫ 価格設定や価格交渉力の向上を目的に中小・小規模事業者や支援機関等で経営指導される
方を対象としたセミナーを開催。

⚫ ＨＰにアーカイブ動画を掲載。



適正取引講習会オンライン（下請法・価格交渉）

【開催中の講座】 【受講者の声】

基礎コース

下請代金法（基礎編）

価格転嫁力強化セミナー（基礎編）

下請ガイドライン

実践コース

下請代金法（実践編）

価格転嫁力強化セミナー（交渉準備編）

価格転嫁力強化セミナー（交渉術編）

https://tekitorisupport.go.jp/e-learning/

• 下請法をなんとなく理解したつもりであったものの深く知ることができて
良かった。

• 自分のペースで視聴できるので良い。確認テストも解説付きなので分
かりやすい。

• 理解できなかったことを、聞き直しや、一時停止できるのが良い。
• 従業員への教育にも使用したいと考えている。
• 講習自体が分かり易く、質問に対する回答事例が豊富で理解が深
まった。

• オンライン講習は自分のペースで学べるため、とても良かった。
• 長時間の拘束がなく、各項目ごとに短い時間で受講できるのはよいと
思う。

• いつでもどこでも受講でき、かつ内容が整理されているため理解しや
すかった。

• 中小企業にとってこのようなサイトや相談場所があることは助かる。
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価格交渉に向けたノウハウ・ハンドブック①

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2020/200305support.pdf

中小企業庁「中小企業・小規模事業者のための価格交渉ノウハウ・ハンドブック」
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価格交渉に向けたノウハウ・ハンドブック②

国土交通省「トラック運送事業者のための価格交渉ノウハウ・ハンドブック」

国土交通省「原価計算の活用に向けて」

https://www.mlit.go.jp/common/001170940.pdf

https://www.mlit.go.jp/common/001185829.pdf
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労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（発注者）

発注者として採るべき行動／求められる行動

45

★行動①：本社（経営トップ）の関与

①労務費の上昇分について取引価格への転嫁を受け入れる取組
方針を具体的に経営トップまで上げて決定すること、②経営トッ
プが同方針又はその要旨などを書面等の形に残る方法で社内外に
示すこと、③その後の取組状況を定期的に経営トップに報告し、
必要に応じ、経営トップが更なる対応方針を示すこと。

★行動②：発注者側からの定期的な協議の実施

受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを求められ
ていなくても、業界の慣行に応じて１年に１回や半年に１回など
定期的に労務費の転嫁について発注者から協議の場を設けること。
特に長年価格が据え置かれてきた取引や、スポット取引と称して
長年同じ価格で更新されているような取引においては協議が必要
であることに留意が必要である。

協議することなく長年価格を据え置くことや、スポット取引と
はいえないにもかかわらずスポット取引であることを理由に協議
することなく価格を据え置くことは、優越的地位の濫用又は下請
代金法上の買いたたきとして問題となるおそれがある。

★行動③：説明・資料を求める場合は公表資料とすること

労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める場合

は、公表資料（最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上
昇率など）に基づくものとし、受注者が公表資料を用いて提示して
希望する価格については、これを合理的な根拠のあるものとして尊
重すること。

★行動④：サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行うこと

労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては、サプライ
チェーン全体での適切な価格転嫁による適正な価格設定を行うため、
直接の取引先である受注者がその先の取引先との取引価格を適正化
すべき立場にいることを常に意識して、そのことを受注者からの要
請額の妥当性の判断に反映させること。

★行動⑤：要請あらば協議のテーブルにつくこと

受注者から労務費の上昇を理由に取引価格の引上げを求められた

場合には、協議のテーブルにつくこと。労務費の転嫁を求められたこ
とを理由として、取引を停止するなど不利益な取扱いをしないこと。

★行動⑥：必要に応じ考え方を提案すること

受注者からの申入れの巧拙にかかわらず受注者と協議を行い、必要
に応じ労務費上昇分の価格転嫁に係る考え方を提案すること。

本指針
の性格

✓ 労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針。

✓ 労務費の適切な転嫁のため、発注者及び受注者がこの行動指針に沿った行為を行うことが必要。

✓ 本指針に記載の１２の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合には、公
正取引委員会において独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処することを明記。

✓ 他方で、記載された発注者としての行動を全て適切に行っている場合、通常は独占禁止法及び下請代金法上の問題が生じな
い旨を明記。
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★行動②：交渉記録の作成、発注者と受注者の双方での保管

価格交渉の記録を作成し、発注者と受注者と双方で保管する
こと。

発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動

★行動①：定期的なコミュニケーション

定期的にコミュニケーションをとること。

★行動①：相談窓口の活用

労務費上昇分の価格転嫁の交渉の仕方について、国・地方公
共団体の相談窓口、中小企業の支援機関（全国の商工会議所・
商工会等）の相談窓口など相談するなどして積極的に情報を収
集して交渉に臨むこと。

発注者に対して労務費の転嫁の交渉を申し込む際、一例とし
て、次頁の様式を活用することも考えられる。

★行動②：根拠とする資料

発注者との価格交渉において使用する根拠資料としては、最
低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率などの公
表資料を用いること。

★行動③：値上げ要請のタイミング

労務費上昇分の価格転嫁の交渉は、業界の慣行に応じて１年
に１回や半年に１回などの定期的に行われる発注者との価格交
渉のタイミング、業界の定期的な価格交渉の時期など受注者が
価格交渉を申し出やすいタイミング、発注者の業務の繁忙期な
ど受注者の交渉力が比較的優位なタイミングなどの機会を活用
して行うこと。

★行動④：公表資料を活用して自ら希望する額を提示

発注者から価格を提示されるのを待たずに受注者側からも希
望する価格を発注者に提示すること。発注者に提示する価格の
設定においては、自社の労務費だけでなく、自社の発注先やそ
の先の取引先における労務費も考慮すること。

受注者として採るべき行動／求められる行動

労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（受注者・双方）

＜様式例＞
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価格転嫁の円滑化に向けた支援施策（リーフレット）

⚫ 価格交渉・転嫁に関する支援メニューを取りまとめた「価格転嫁の円滑化に向けた支援施策（リーフレッ

ト）」を作成。
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価格転嫁の円滑化に向けた⽀援施策
経営や価格転嫁の悩みを聞いてほしい

●北海道よろず⽀援拠点
価格転嫁サポート窓⼝を設置。中⼩企業・
⼩規模事業者が抱える様々な経営課題に関
する相談に応じています。
☎ 011-232-2407

●下請かけこみ寺
下請代⾦の減額など、企業間取引に係る
様々な相談に、相談員等が対応しています。
☎ 0120-418-618（通話料無料）

価格交渉のノウハウや関連情報を知りたい

●経営⼒を⾼める︕価格交渉サポートセミナー
価格設定や価格交渉⼒の向上を⽬的に、中⼩・⼩規模事業者や
⽀援機関等で経営指導される⽅を対象としたセミナーを開催しました。
アーカイブ動画で受講することが可能です。ご覧ください。

●適正取引講習会（下請法・価格交渉）
e-learningや「弁護⼠」・「中⼩企業診断⼠」によるオンライン講習
会を開催しています。
○下請法 基礎編（e-learning）

実践編（オンライン講習会 【弁護⼠】）
○価格交渉 基礎編（e-learning)

準備編（オンライン講習会 【講師︓中⼩企業診断⼠】）
テクニック編（オンライン講習会 【講師︓中⼩企業診断⼠】）

＜北海道よろず⽀援拠点ＨＰ＞

＜下請かけこみ寺ＨＰ（北海道）＞

＜適正取引⽀援サイト＞

＜北海道経済産業局ＨＰ＞



●労務費、原材料費、エネルギーコスト上昇の根拠となる公表資料（例）
価格交渉の際、コストの上昇を客観的なデータで⽰すことは有効
です。公表資料をまとめています。
ex︓最低賃⾦、労使交渉妥結額、統計など

●労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針
交渉において、発注者及び受注者それぞれが採るべき⾏動／求め
られる⾏動を１２の⾏動指針として取りまとめ、それぞれの⾏動指針
に該当する労務費の適切な転嫁に向けた
取組事例や、受注者が⽤いている根拠資
料や取組内容を取り上げています。 ＜中⼩企業庁ＨＰ＞

※指針の説明動画有

パートナーシップ構築宣⾔をしよう
価格交渉を円滑に進めるため、「パートナーシップ構築宣⾔」の登録
を推進しています。登録企業は専⽤のポータルサイトで公表され、企
業イメージの向上を図れるほか、国、道などの補助⾦等で優遇措置
や各種⽀援を受けることができます。

宣⾔を⾏った企業は、
パートナーシップ構築宣
⾔の「ロゴマーク」を使
⽤することができます。

【お問い合わせ先】
経済産業省 北海道経済産業局 産業部 取引適正化推進室
TEL︓011-709-2311 内線︓2579
E-mail︓bzl-hokkaido-tenka@meti.go.jp

●価格交渉ハンドブック
中⼩企業・⼩規模事業者が取
引先と価格交渉を⾏うために準
備しておくとよいツールや押さえて
おくとよいポイントなどをハンドブック
としてまとめています。 ＜中⼩企業・⼩規模事業者のため

の価格交渉ノウハウ・ハンドブック＞

＜中⼩企業・⼩規模事業者
の価格交渉ハンドブック＞

「パートナーシップ構築宣
⾔」は、ポータルサイトにあ
る「ひな形」を参考に作成い
ただけます。

＜中⼩企業庁ＨＰ＞

＜ポータルサイト＞
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